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平成25年６月21日（金曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○概要説明

福祉保健部

１．本県の幼保にかかる現状について

２．本県の児童虐待の現状について

○協議事項

１．調査事項について

２．県内調査について

３．次回委員会について

４．その他

出席委員（11人）

委 員 長 西 村 賢

副 委 員 長 後 藤 哲 朗

委 員 中 村 幸 一

委 員 井 本 英 雄

委 員 押 川 修一郎

委 員 二 見 康 之

委 員 清 山 知 憲

委 員 太 田 清 海

委 員 河 野 哲 也

委 員 渡 辺 創

委 員 前屋敷 恵 美

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

こども政策局長 橋 本 江里子

部 参 事 兼
原 田 幸 二

福 祉 保 健 課 長

健 康 増 進 課 長 和 田 陽 市

こ ど も 政 策 局
長 友 重 俊

こども政策課長

こ ど も 政 策 局
村 上 悦 子

こども家庭課長

事務局職員出席者

政策調査課主任技師 山 口 大 吾

政策調査課主査 深 谷 真 紀

○西村委員長 おはようございます。それでは、

ただいまから宮崎のこども対策特別委員会を開

会いたします。

まず、本日の日程でありますが、お手元に配

付の日程（案）をごらんください。

本日は本委員会の調査事項「本県のこどもの

ライフステージ」、「本県のこどもをめぐる環境」

を踏まえまして、福祉保健部より、「本県の幼保

にかかる現状」、「本県の児童虐待の現状」につ

いて説明を受けたいと思います。

また、前回、委員より資料要求がございまし

た「要保護・準要保護児童生徒数の状況」につ

いて、「結婚支援事業の取組」について、皆様の

お手元に資料を配付させていただいております。

このうち、「要保護・準要保護児童生徒数の状

況」につきましては、今後、改めて説明をいた

だく機会があろうかと思いますが、今回は資料

の配付のみとさせていただきます。

次に、協議事項でありますが、今後予定して

おります県内調査などについて御協議をいただ

きたいと思いますが、以上のとおり決定するこ

とに御異議ありませんかでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定いた
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します。

執行部入室のため、暫時休憩をいたします。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○西村委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

本日は、福祉保健部においでいただきました。

早速ですが、概要説明のほうをよろしくお願

いをいたします。

○佐藤福祉保健部長 おはようございます。本

日配付資料の目次に記載のとおり、御指示のご

ざいました「本県の幼保にかかる現状」及び「本

県の児童虐待の現状」について説明をさせてい

ただきます。

具体的には担当課長から説明させますので、

よろしくお願いいたします。

○長友こども政策課長 こども政策課でござい

ます。私のほうから「本県の幼保にかかる現状」

につきまして御説明をいたします。

「委員会資料」の１ページをお願いいたしま

す。

まず、（１）の就学前児童の状況についてであ

ります。

①の就学前児童数等の推移でございますが、

ゼロ歳から５歳までの就学前児童数につきまし

ては、ここ５年間は６万人を若干超えて、横ば

いとなっております。このうち幼稚園、保育所、

認定こども園の施設を利用している児童は、全

体の７割程度となっており、増加傾向にござい

ます。

次に、②の施設ごとの利用児童数の推移につ

いてであります。

増加傾向にあります施設の利用児童数の内訳

を見ますと、幼稚園、保育所及び認定こども園

の認可外保育施設部分のいずれも増加している

状況にあり、特に保育所の伸びが全増加数の６

割を占めております。

次に、２ページをお開きください。

③の保育サービスの利用状況につきまして、

ゼロ歳から２歳までと、幼稚園の受け入れが始

まります３歳から５歳までの児童について見て

みますと、コピーの関係で、若干数字がちょっ

と見にくうございますが、どちらも施設利用の

割合が増加する反面、自宅保育等の割合が減少

しております。

次に、④の施設の状況につきましては、ここ

５年間で見ますと、幼稚園、保育所はわずかに

減少し、認定こども園は増加しております。

なお、保育所の施設数と定員数との関係を見

るために、定員数を折れ線グラフで示しており

ますが、増加傾向となっていることから、保育

所は利用者の増加に対応するため、定員増の見

直しを行っていることがうかがえるところであ

ります。

なお、参考資料といたしまして、市町村ごと

のデータを３ページと４ページにつけておりま

す。３ページには児童数を、４ページのほうに

は施設の数の一覧表をつけておりますので、ご

らんいただければと存じます。

次に、５ページをお開きください。

（２）の小学校就学前教育についてでありま

す。

まず、１の概要でありますが、小学校就学前

の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う

重要なものでありますので、県では昨年８月に、

どこにいても質の高い教育・保育が受けられる

ようにするために「小学校就学前教育の充実の

ためのアクションプログラム」を策定し、未来

みやざき子育て県民運動とも連動した、総合的
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な展開を図っているところでございます。

このアクションプログラムの概要を２で記載

しております。

まず、（１）の目指す姿といたしまして、子供

については、「夢いっぱい笑顔きらきら元気な子

ども」とし、先生、家庭につきましても、ごら

んのキャッチフレーズで理想とする姿を示して

おります。

（２）の期間は、県の総合計画に合わせて、

平成27年３月までとなっております。

次に、（３）の内容でありますが、このプログ

ラムは大きく３つの柱から構成されております。

１つ目が、①遊びや生活を通した教育・保育

の内容の充実支援プログラムでありまして、遊

びや生活を通して生きる力の基礎を着実に身に

つけてもらうために、幼稚園教育要領や保育所

保育指針に基づく豊かな教育・保育活動の推進

を図るとともに、発達障がいなど特別な配慮の

必要な子供が早期から適切な支援を受けられる

ようにすることなどに取り組むこととしており

ます。

２つ目は、②教員・保育士等の資質及び専門

性の向上支援プログラムでありまして、教員・

保育士のより一層の資質向上を図るため、研修

内容や体制の充実、市町村等が実施する研修の

支援などを行うこととしております。

３つ目が、③地域の子育て家庭への支援体制

の充実支援プログラムでありまして、幼稚園等

が地域の子育て支援拠点として役割を果たすた

めに、市町村や関係機関と連携を図りながら子

育て支援機能の充実に努めることとしておりま

す。

次に、６ページをお願いいたします。

（３）の就学前教育の研修事業等についてで

ございます。

ただいま御説明しましたアクションプログラ

ムにも重要な柱として位置づけておりますが、

子供たちの教育・保育に直接かかわる教員、あ

るいは保育士の資質や専門性の向上を図ること

は、就学前教育の充実に直結いたしますことか

ら、これらの保育者を対象とした各種研修や幼

保小の円滑な連携・接続のための研究支援事業

を実施しているところでございます。

まず、１の基本研修でございます。

この基本研修は、保育者にそのキャリアに応

じて必要とされる知識や技能を身につけさせる

ために実施しているものでございます。

まず、（１）の幼稚園・保育所・認定こども園

等新規採用者研修は、新規に採用された保育者

を対象としまして、保育実践やリスクマネジメ

ントなどの基礎的な知識や技能を身につけさせ

るとともに、保育者としての使命感を養うこと

を目的として実施している研修でございます。

次に、（２）の幼稚園・保育所・認定こども園

等10年経験者研修として、中堅の保育者を対象

にリーダー性、あるいは専門性の向上を目的と

した研修を実施しております。

続きまして、２の課題別研修でございますが、

この研修は、教育的な課題や保護者のニーズに

対応するために実施しているものでございます。

まず、（１）の障がい児施設保育体験研修でご

ざいますが、これは障がいのある児童が通われ

ている施設での体験研修を通して、特別な配慮

の必要な子供に対する支援についての知識や技

能の習得を図るための研修でございます。

次に、７ページのほうをごらんいただきまし

て、（２）のペアレントトレーナー養成講座でご

ざいます。

この研修は、身近な子育ての専門機関であり

ます幼稚園等が地域の子育て支援の拠点としま
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して役割を果たすことができるようにするため、

保育者を対象に、子育てに悩みを抱えた住民か

らの相談等に適切に対応できるようにするため

の手法などの必要な知識を習得してもらう研修

でございます。

次に、（３）の認定こども園施設従事者等研修

は、最近増加している認定こども園における保

育の質の向上を図るために、認定こども園内に

あります認可外保育施設に勤務しておられる保

育者を対象に、認可保育所での体験実習を通し

て、専門的な知識・技能を習得してもらう研修

でございます。

最後に、３の「幼保小連携・接続推進事業」

でございます。

この事業は、幼稚園等から小学校への移行が

円滑に行われるようにするため、モデル地域を

指定し、地区内の施設を利用して調査・研究や

実践活動を行うものでございます。

平成24年度から２カ年にわたりましてえびの

市の幼稚園、保育所、小学校をモデル校に指定

いたしまして、小学校入学後に集団生活に適用

できないという問題の解消や子供の発達や学び

の連続性を踏まえた教育内容の充実を図るため

の研究・実践に対しまして講師派遣などの支援

を行っているところでございます。

次に、８ページをお開きください。

（４）の保育士確保の状況についてでござい

ます。

まず、１の保育士の状況を御説明いたします

と、本県において保育士の知事登録をしている

人数は、平成23年度末で１万3,325人となってお

りますが、このうち約３割の4,161人が県内の保

育所に常勤として勤務しておられる状況となっ

ております。

次に、本年度の新規事業でありますが、２の

「保育士確保緊急対策事業」についてでござい

ます。

これは、現在、保育士の資格を有しながら、

保育士として就労されていない、いわゆる潜在

保育士の掘り起こしを行うなどの人材確保対策

を講じることによりまして、保育士の安定的な

確保を図る事業でございます。

事業内容としまして、まず①の潜在保育士の

意向把握調査がありますが、潜在保育士の就労

意欲や就労する際の条件等の把握を行いますと

ともに、就労希望者については、県社会福祉協

議会内にございます宮崎県福祉人材センターへ

の登録を推進することとしております。

また、②の潜在保育士就業支援研修会につき

ましては、就労希望のある潜在保育士を対象に、

最近の動向や現場の状況を把握してもらうとと

もに、実践力を身につけていただくための研修

会や相談会を実施することとしております。

さらに、③では、県内に４つあります保育士

養成機関との情報交換会を行ったり、④の中学

生や高校生を対象にした「一日保育士体験事業」

を実施することとしております。

（２）の事業費でございますが、294万5,000

円でありまして、緊急雇用創出事業臨時特例基

金を活用することとしております。

こども政策課の説明は以上であります。

○村上こども家庭課長 こども家庭課からは、

本県の児童虐待の現状について御説明いたしま

す。

「委員会資料」の９ページをごらんください。

１の児童虐待の相談対応件数の推移等であり

ます。

（１）の児童相談所における児童虐待に関す

る相談対応件数は、本県、全国ともに増加傾向

にあります。
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平成24年度における本県児童相談所の相談対

応件数は443件であり、過去最多であった22年度

の451件に次ぐ件数で、対前年度比108％となっ

ております。

（２）の相談種別ですが、最も多いのは、身

体的虐待で36.3％、次に多いのが養育放棄等の

ネグレクトで34.1％となっております。

（３）の被虐待児童の年齢構成ですが、ゼロ

歳から３歳未満までが16.0％、３歳から学齢前

までが25.1％と、学齢前の児童が全体の41.1％

を占めており、最も多くなっております。

（４）の通告経路ですが、近隣・知人からの

通告が最も多く24.4％で、次に多いのが学校等

からの通告で16.5％であります。

（５）の主たる虐待者ですが、実母が最も多

く63.0％で、次に多い実父も含めますと、実父

母が全体の85.6％であります。

また、参考といたしまして、県内市町村にお

ける児童虐待に関する相談対応件数を表にして

おりますが、全国と本県の推移同様、増加傾向

にあります。

10ページをお開きください。

２の児童虐待防止の取組についてであります。

まず、（１）の県の取組といたしましては、①

の発生予防に係る啓発では、講演会の開催やテ

レビＣＭの放映、保育所等を対象とした研修会

の開催や「子ども・ほほえみダイヤル」による

相談対応など、虐待防止の広報啓発や早期発見

のための取り組みを行っております。

②の市町村・関係機関との連携では、全市町

村に設置されています「要保護児童対策地域協

議会」に対しまして技術的、専門的な支援を行

うほか、関係職員向けの研修を実施するなど、

市町村や関係機関との連携強化に努めておりま

す。

③の児童相談所機能の充実では、平成23年度

に相談担当を２担当制にするとともに、今年度

は中央児童相談所に処遇指導担当を新設し、都

城・延岡児童相談所にも児童福祉司を増員する

など、体制強化を図ったところであります。

また、職員を各種研修に参加させることで、

専門性の向上を図るとともに、非常勤職員とし

て、通告のあった児童の安全確認を職員と一緒

に行う児童虐待通告対応協力員などを配置して

おります。

次に、（２）の市町村の取組といたしまして、

①の要保護児童対策地域協議会の運営では、各

市町村が中心となって地域における関係機関と

の連携強化を図り、児童虐待に関する情報交換

や虐待防止対策の推進に取り組んでおります。

次に、②の発生予防・早期発見に向けた子育

て支援施策の活用では、生後４カ月までの乳児

のいる全ての家庭を訪問する「こんにちは赤ちゃ

ん事業」、養育支援が必要な家庭に対して訪問、

指導、助言を行う「養育支援訪問事業」、児童を

一時的に預かる「子育て短期支援事業」、要保護

児童対策地域協議会と連携強化を図る「子ども

を守る地域ネットワーク機能強化事業」などに

取り組むことで、児童虐待の発生予防、早期発

見、早期対応を実現するものであります。

参考としまして、一番最後に児童虐待対応の

流れを図にあらわしております。以前の通告機

関は、児童相談所または県の福祉事務所とされ

ていましたが、平成16年の児童福祉法の改正に

よりまして、市町村、県の福祉事務所または児

童相談所となり、通告機関に市町村が追加され、

範囲が拡大しております。

また、地域の関係機関や児童相談所等から構

成される「要保護児童対策地域協議会」が全市

町村に設置されておりまして、調整機関である
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市町村を中心に子どもを守る地域ネットワーク

として情報を共有し、相互の連携や役割分担、

責任を明確化し、虐待の未然防止、早期発見、

早期対応に取り組むこととしております。

説明は以上でございます。

○西村委員長 説明が終わりました。

御意見、御質疑等がありましたら、委員の皆

様方からの発言をお願いいたします。

○清山委員 この１ページ目、２ページにかけ

て、保育所、幼稚園利用者とか、いろいろ書い

てるんですけれども、例えば保育所施設利用者

は２万9,600人までどんどんふえてきてて、２ペ

ージ目を見ると、保育所の定員も２万7,350人か

ら２万7,800人にふえてます。

そして、定員よりも利用者が多いというのは、

私も現地で何度か聞いたことがあるんですけれ

ども、こういう統計データからも定員をオーバ

ーして、保育所のほうで受け入れざるを得ない

状況になっているという理解ですかね。

○長友こども政策課長 委員おっしゃるように、

待機児童とか、そういう方がいらっしゃるとい

けないものですから、保育所では定員というも

のがあるんですけれど、それをちょっと弾力的

に解釈しまして、定員オーバーして受け入れて

いる状況にございます。

ただし、国からの指導で、120％以上というの

が２年連続になると、定員見直しをしないとい

けないというような感じで指導をしているとこ

ろでございます。

○清山委員 ８ページの保育士確保の状況につ

いてというところは、常勤の保育士の数が4,165

人から4,161人で、ずっと横ばいです。常勤の保

育士の数だけで考えると、平成21年から保育所

利用者数というのは2,000人伸びてても、常勤の

保育士の数は変わらないということで、常勤の

方々一人一人の負担はかなりふえているという

理解でいいですかね。

○長友こども政策課長 基準では、例えばゼロ

歳児の場合、３人に保育士が１人とか、あるい

は１、２歳は６対１とか、基準がございまして、

その中で対応してまいりますので、その負担が

急にふえたとか、そういうのはないと思ってお

ります。

ただし、ちょっと園児の数がふえております

ので、その分ちょっとふえたのかなと、22年に

比べますと、23年はふえているとか、そのあた

りで園児に対応した保育士の数、実態に合った

数になっているのではないかと思っているとこ

ろでございます。

○清山委員 でも、20年と比較すると、ずっと

変わらないんです。21、22で逆に落ち込んでる

のが不思議なぐらいで、21から22で保育所利用

者の児童、子供の数というのはふえ続けてるの

に、何でここで常勤保育士さんが減ってきてる

のかとか、ちょっと数字が合わないので。１人

当たりの負担というか、人員の基準を必ずかっ

ちり満たし続けているのであれば、施設利用者

の子供の数に合わせて、保育士の数もふえてる

はずじゃないかなと思うんですけれども。

○長友こども政策課長 委員おっしゃるとおり

でございますが、常勤だけじゃなくて、非常勤

の方もいらっしゃったりとか、あるいは臨時で

パート的に対応したりとか、そういう実態もご

ざいまして、そういう方たちを活用して園の運

営を回してるというか、そういう形になってる

かと思います。

○清山委員 非常勤とかで対応されてるのかな

と、何か想像するんですけど。済みません、最

後の質問ですけれども、自宅保育の子供の数と

いうのが意外に多いんだなと思ったんですけれ
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ども、ほぼみんな施設に行くものだと勝手に思っ

てたもので、今25年度でも10.7％、自宅保育の

３歳から５歳児で言うと、数がおりますけれど

も、こういう子供たちというのは、例えばこの

５ページに書いてあるような定められたアク

ションプログラム、感性を育む体験活動の推進

とか豊かな教育・保育活動の推進とか、こういっ

たものも対象外になってくるわけですよね。こ

ういう自宅保育の子供たちというのは、その後、

教育やら、学力やら、感性やら、そうした面で

どうその後を立てていくのかとか、何か御存じ

のことがあればちょっと教えていただきたいん

ですけれども、ちょっと気になるもので。

○長友こども政策課長 通常は小学校に上がる

前に、急に上がると、トラブル等が発生すると

いうことで、１年保育とかいう形で、幼稚園を

出したりとかするのもございますが、そこをさ

れない方が１割程度いらっしゃるというような

状況だと思っております。

先ほども申したんですけど、保育所とか、幼

稚園につきましては、その園に通ってこられる

人だけではなくて、周りの人が何か相談したり

とか一時預かりをしたりとかするときには対応

できるシステムになっておりますので、できま

したらそういうものを活用していただくと、小

学校にうまくつながっていくのではないかと思

います。

○清山委員 ちょっと苦しい気がする。多分宮

崎市なんかでも、この保育所施設利用者がどん

どんふえてきてて、保育所もみんな定員はいっ

ぱいなってて、一時預かりをお願いすると、か

なり嫌がられる状況があったりして、結構断ら

れたり、だからなかなかそういう弾力的な保育

所の利用も難しいと思うんですけれども、ちょっ

とこの１割の自宅保育の子供たちというのが気

になったなと、ちょっと今回そう思ったところ

です。以上です。

○西村委員長 答弁はいいですか。

○清山委員 何かあれば、感想なり。

○長友こども政策課長 保育所は、先ほど委員

がおっしゃられたように、満杯の状況の中で、

なかなか対応できないとかいうのがございます。

幼稚園のほうはちょっと余裕がございますもの

ですから、そういったものとか、あるいは先ほ

ど申さなかったのですけれど、子育て支援セン

ターとかつどいの広場とかいうのもございまし

たりするものですから、そういったところで保

育の補充とか、小学校につながるような集団的

な付加価値を与えるような作業等をしていけた

らと考えているところでございます。

○清山委員 ありがとうございます。

○二見委員 今のにちょっと関連して、これは

３歳から５歳までで、家庭にいるという統計じゃ

ないですか。逆に小学校に上がるまでにそういっ

た保育所なり幼稚園なりを経験しないで上がる

という数は、どれくらいいるのかというのは把

握していらっしゃるんですか。

これは自宅で親が見ていらっしゃるという子

どもが、３歳から５歳の間でそういう方がいる

ということですけれども、幼稚園なら３歳で年

少ですけれど、年中から入ったり、年長から入っ

たりする子供さんもいたりするわけじゃないで

すか。

だから、そういったところに１回もこう、い

わゆる集団生活を経験することもなく小学校に

上がるという子どもがどれくらいいるのかとい

うのは、そういったものは調査してないんでしょ

うかね。

○長友こども政策課長 はい、ちょっとしてお

りません。申しわけありません。
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○二見委員 じゃ例えば、要するに小学校に入っ

たときに環境になじまないというような子供た

ちがいる中で、その子たちは、いわゆる幼稚園

を経験して上がってきた子だったのか、それと

もそういったところを経験しないで、そういう

状況になってしまったのか、その辺は調べては

いらっしゃるんですか。

○長友こども政策課長 申しわけありません。

そこも調べておりません。

○二見委員 今後そういったところを調べる必

要性というのは、どのようにお考えでいらっしゃ

るんですかね。要するに、小学校に上がって、

集団生活になじまないというようなことが問題

であるという認識はあるのに、そこに対する、

いわゆる調査というのがちょっと足りないん

じゃないかなという気がしたものだから、僕は

今お伺いしてるんですけれども。

○佐藤福祉保健部長 私の古い記憶で自分がど

うしたかなと、今御質問の中で思ってたんです

けれど、小学校に入る前にたしか１年だけ親が

まちの保育所に出したと思います。親によって

は、別に保育所とか、幼稚園に出さなくても、

自分の親としての能力で、この子供はきちんと

小学校で就学できるんだという方もいらっしゃ

れば、３歳から幼稚園に出す人もおられれば、

共稼ぎであれば、ゼロ歳から出す人もおられる、

いろんな方がいらっしゃると思います。そこを

どう行政として当たっていくかというのはなか

なか難しいものがあるのかなと思っております

が、いずれにしても、どういった把握の仕方が

あるのかも含めて、今後ちょっと考えてみたい

なと思います。

○西村委員長 ほかに。

○押川委員 今の関連でいいですか。

○西村委員長 はい、関連で。

○押川委員 ２ページにありましたとおり、１

割程度が保育サービスに頼ってないという中で、

９ページの被虐待児童の年齢構成の中で、ゼロ、

３歳から就学前後が一番足すと多いということ

なんですよね。このあたりの子供さん方の虐待

は、どのような状況かは調べていらっしゃるん

ですか。

○村上こども家庭課長 これは相談件数であり

まして、この間の年齢の子供さんに関する虐待

の相談が、親も含めてなんですけれども、一番

多いということになっておりまして、どういう

虐待を受けてるかというのは身体的虐待から、

ネグレクトから、精神的、心理的虐待から性的

虐待まで。宮崎の場合は、24年度は身体的虐待

が一番多いんですけれども、昨年度まではずっ

と宮崎の場合の特徴としましてネグレクトが一

番多いという現状はございました。あと死亡す

る事例は、全国的にゼロ歳から１カ月で20％ぐ

らいあるということで、乳児期が多いというよ

うな統計は出ております。

○押川委員 だから、相談件数だから、相談が

なければわからないという状況ですよね。でも、

虐待を調べていく中で、行政あるいは幼稚園、

保育園あたりからの聞き取りもあると思うんで

す。このあたりは、虐待を調べるときのやり方

としてはどのような方法で調査されるのか、あ

るいは数字としてはどこを見ればそういうのが

出てくるのかというのは、この資料ではわから

ないということですか。

○村上こども家庭課長 はい、おっしゃるとお

り、行政側から積極的な調査というのは行って

おりませんで、あくまでも相談通告で対応した

件数ということで、受け身ではあるんですけれ

ども、保育所の先生方や幼稚園の先生方を対象

に研修を行いまして、法律上、皆さんには通告
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義務があるんですということのお知らせと、あ

と通告先の窓口等、あと子供を見るときの見方、

そういったものを研修させていただいておりま

す。

○押川委員 そこもやっぱりしっかり行政とし

ては、調査をかける必要というのが出てくると

思います。それと、びっくりしたものが、両親

というのが一番多いわけですよね。これもこの

数字を見てびっくりしたんですけれども、なお

さら保育園、幼稚園に出さない子供さん方は、

もし家庭内虐待が起こっておれば、それはわか

らないわけでしょ。だから、そこらあたりの

チェックをしっかりやはりやっていくというの

が大事だなというふうに思いましたので、その

こともあわせてお願いをしておきたいと思いま

す。

それと、我々が小っちゃいころに身体検査と

いうものが必ず一月に１回ぐらい幼稚園、ある

いは学校でもあったんです。なぜかというと、

そういうことで、子供の身体検査をすることに

よって、何か見た人たちがおかしいよねという

ことで、そういった身体的なものは見つけられ

ると思うんです。さっき言われたように、ほか

の心理的なものが、ネグレクトがあっておれば

それはわからないにしても、身体的なものはそ

ういうものからしていく、そうすることによっ

て、こういったものにも何といいますか、予防

ができる、そういった仕組みあたりをしっかり

やられたほうがいいのかなという気がしたんで

すけど、何かあればお願いいたします。

○村上こども家庭課長 おっしゃるとおり、今

母子保健の分野と医療機関といろんな機会を捉

まえまして、身体的なチェックをかけられるよ

うにして通告のネットワークをつくるというこ

とが一つと、あと先ほどおっしゃいました就学

前の健診とかに来ない子供さん、あるいは１カ

月健診、１カ月半健診と、決められてる健診が

あるんですけれども、そういうのに来ないお子

さんは、こういう虐待の疑いがあるという目で

見るように母子保健の分野、医療機関の分野、

そういう分野が連携して早期に発見できるよう

な体制を今市町村を中心につくっていこうとは

しております。

○押川委員 最後にしますけども、かわいそう

ですよね。弱者という考え方をすると、赤ちゃ

ん、幼児というのは思ってても、なかなか親に

も、あるいはそういういじめられる人とかにし

てもなかなか言えない、発しないというものが

あるわけですが、そこはしっかり行政側が関連

の中で、そういう子供たちをしっかり守ってい

くという宮崎県の子育てをする、そういったも

のに結びつけてもらえれば、対策、方策という

ものを考えてほしいなというふうに思います。

要望にいたします。

○佐藤福祉保健部長 資料の10ページにいろん

な虐待の発生予防とか、早期発見に向けた支援

施策ということで、乳児家庭に全戸訪問する事

業とかありまして、市町村によってまだ保健師

さんのマンパワーが足りずに全部行けてないと

ころもあるんですけれど、これをまずやるのが

基本かなと思ってます。これをすることによっ

て、その家庭がちゃんと子育てをされてるのか

そうでないのかというところをやらないといけ

ないのかなと思います。委員のおっしゃる子供

がかわいそうだというのは、もちろん私も思い

ますが、いろんな場面がありまして、児童相談

所、あるいは保健所の保健師もですけれど、来

んでいいという親もいらっしゃるわけです。そ

こに来んでいいと言われて、いや、あんたのと

ころは虐待しちょるかもしれんから入るわと、
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無理に入れないという実情もありますので、い

ろんなあの手この手を使いながら、例えば民生

委員さんを経由してとか、地域の方にちょっと

訪ねてもらう、その後からついていくとか、い

ろんな工夫もしながらやってるんですけれど、

ある意味行政の限界というのはあるのかなと、

つくづく逆にそれは悩みでもあるんですけれど

も、思っております。もちろん、おっしゃるこ

とは十分わかりますので。

○押川委員 はい、わかりました。今のことに

対して、行政の皆さん方が関連の方々と連携を

することによって、例えば友達がいる、親戚が

いらっしゃるということもある。どうも全戸訪

問事業で家庭に行っても会ってくれない、ある

いは健診にも出てこない、どういう状況かねと

いうことをしっかりやっていただきたいという

ことがお願いでありますので、よろしくお願い

いたします。事業はわかりました。

○井本委員 関連して、この自宅保育をしてい

るほうが児童虐待の可能性が高いのかどうか、

そういうことは調べてないのか。

○村上こども家庭課長 そういう統計が出てい

ないんですけれども、いろんな学説みたいのが

ございまして、ひとり親の母親だけのところが

多いという傾向があるという説もありますし、

ただ、はっきりと数字としてあらわれてるのは

ございません。

○井本委員 統計がない、それともしてない。

○村上こども家庭課長 そういう統計がござい

ません。

○井本委員 ない。

○村上こども家庭課長 はい。

○井本委員 わかりました。

○渡辺委員 関連して、さっきから一つ気になっ

てるんですが、二見委員がおっしゃったところ

とも関係しますが、自宅保育のお子さんの割合

が10％前後といいますか、あるというところを、

数値がないというなら数値がないでわかるんで

すけれど、僕も幼稚園に子供が行ってますが、

感覚的に幼稚園だと、年少のクラスは児童数と

いうか、子供の数が、クラスの定員も少なくて、

年中からクラスも多かったりとか、人数も多かっ

たりというふうに３から５の間のお子さんでも、

幼稚園に２年しか行かない、１年しか行かない

ということで、数が膨らんでるのか。それとも

本当に小学校に、小学校の児童の親でもありま

すが、ＰＴＡでも10人に１人が保育園や幼稚園

を全く行かずに小学校に来てるという感覚は、

肌感覚ではないと思うんですが、10％ぐらいの

数字というのが本当に何も通らずに小学校に来

てるのか、そういう年少は行ってない子たちが

多いから、数として10.何％とかという数字にな

るのか。そこは数字はないということでしたけ

れども、実際の感覚で言ったときに、先ほどか

ら質問が出てるような小学校に行くまでに何も

通らずに学校に入っていらっしゃるお子さんた

ちというのはどのぐらいなのかというのは、感

覚的にでも何かわかるものはないんでしょうか、

どんなでしょうか。

○長友こども政策課長 感覚的な感じになるん

でございますが、子供を例えば幼稚園に出しま

すと、３年保育とか、２年保育とか、１年保育

とかいう形でお出しになると思うんですけれど、

３年保育という場合は必ず３、４、５というよ

うな形で出す、あるいは２年保育は４、５、１

年保育は５というような形で、必ず１回出した

ら、ずっとそこで小学校につないでいくという

形が多うございますので、恐らく10.7というの

はそういった保育所とか幼稚園とかを余り経験

されていらっしゃらない方たちが多いのかなと
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いう気はいたします。

○渡辺委員 10.7には、要するに例えば２年保

育のつもりだから、３歳のときは行かせてない

というお子さんは結局ワン、１人、要するにカ

ウントされるわけですね。自宅保育ということ

になるということですよね。そういうことです

よね。

○長友こども政策課長 はい、委員がおっしゃ

るとおりでございます。

○渡辺委員 実際には何も経験せずに、小学校

入学を迎えてるお子さんというのは、この10.7

よりは数字的には、要するに10人に１人という

割合にはならないというふうに理解をしていい

ということですよね。

○長友こども政策課長 はい、委員おっしゃる

ように、そのような感じになります。

○太田委員 だんだんわかってきましたが、私

の場合は昔ですから、田舎でしたから、保育所

も幼稚園もないものだから、いきなり小学校に

行ったんです。そして、多少、昔はそうでした

よね。友達とか、上級生、下級生の流れがあっ

たから、地域でごっちゃまぜに、みんなからこ

づかれて育ったから、幼稚園、保育所やら行く

必要はなかった時代だったんだろうなと思うん

ですけれどね。そういう時代の違いがあるから

ですが、今、渡辺委員が言われたところ辺でも、

ちょっと10％よりかは少な目にはなるんだろう

なというイメージは出てきましたけれど、障が

いを持ってる子供さんなども、障がいの施設に

行っていればどこかでフォローされてるんで

しょうけれど、お母さん、お父さんが自宅で見

ているとか。生活保護を受けてるお母さんは働

く必要が、いわゆる障がいがあってお母さんは

働けない、だから子供は一応うちで見ています

よとか、いろんな事情もあるかもしれませんね。

だから、パーセントとしては少な目になるん

でしょうけれど、家庭のそういった特殊な事情

もあったりとかというのをちょっとふと思いま

した。

それで、全然５歳までこういう集団生活をし

ていない人に問題があるかどうかということに

ついては、なかなか断定はできないと思います

が、私は、その調査方法としては教育委員会の

ほうで小学校１年生になった新１年生にアンケ

ートをとって、おたくのお子さんは保育所なり

の施設に通ったことがありますかということを

聞けば瞬時にわかるんじゃないかなと思ったり

して、だから教育委員会のほうで調べてもらう

と、それはすぐ出る、アンケートみたいにです

ね。

そして、先生から見た場合に施設に通った経

験のある子といきなり来た子の何らかの教育上

の難しさがあるかどうかとか、そんな差別的に

見ちゃいけませんが、何らかの問題があるかど

うか、お父さんやらお母さんから見た場合のま

た違いが、悩みとして持っておられるかどうか

というのは、何かあのあたりで聞けるんじゃな

いかなと思ったんですけど、どうでしょうかね。

○長友こども政策課長 委員がおっしゃいます

ように、小学校に入った時点で状況がわかると

思いますので、教育委員会と連携をとりながら、

その状況とか、子供の幼稚園とか保育園に行か

れている状況とか、あるいはその後のそのお子

さんがどういった性格とか、そういうのになっ

てるかとか、そういうのも含めて、連携をとり

ながらちょっと調べさせてもらいたいと思いま

す。

○太田委員 何らかの集団生活をしていない子

がたくましくあるのか、たくましくないのかと

いうのも、私たち断定できないものだから、た
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だ、興味としては、今後の教育上、物すごくあ

るんです。

だから、意外とたくましい人が昔は多かった

のかなという感じ、ひ弱になってきた、集団生

活ができないというか、人との関係を捉えるこ

とができない子供が多くなったとか、何かそう

いう分析ができるかもしれませんね。はい、わ

かりました。ひとつよろしくお願いします。

○井本委員 ちょっとお聞きしますが、「保育士

確保の状況」のところに保育士の登録数という

のはずっとふえてます。

ところが、実際の働いている人は、少しはふ

えてるんだけど、こんなものなのか、それとも

保育士が少ないというのは何か理由があるのか

なと、何だろうかと。

○長友こども政策課長 登録者が１万3,000人い

らっしゃって、実際に現場には4,000ちょっとと

いうようなことで、9,000人とかが潜在という形

になっている状況でございますが、実際、養成

機関を卒業されて、すぐ現場に、幼稚園とか保

育所に張りつかれる人もいらっしゃるんですけ

れど、一般の会社とか、その時点で行かれる方

もいらっしゃいます。例えば、25年、ことしの

３月の卒業生を見ますと、実際資格を取られた

方が４施設で270名いらっしゃるんですが、一般

企業等に行かれた方が３割程度いらっしゃると

いう状況の中で、保育が好きということで入学

されたんでしょうけれど、なかなか就職の現場

としては７割程度しか選ばれてない状況があり

ますので、そういった中で、今度新しい事業で

就労意欲とか、あるいは労働条件とかを調べる

こととしておりますが、そういった中で、何ら

かの形が出てくればいいのかなと思ってるとこ

ろでございます。

○橋本こども政策局長 これは先日の話なんで

すけれども、保育所、幼稚園を運営されていらっ

しゃる経営者の方々から伺ったお話なんですが、

そもそも保育士の資格が就職をするのに非常に

有利だということで、保育士の資格を取るため

に勉強されてる方が多いのではないかというこ

とで、最初から保育士を目指すというよりは、

保育士の資格を取りたいという方が多いという

こともあるということを聞いております。

○井本委員 いずれにしても、要するに一般の

事務職か何かのほうが彼らにとってはよくある

という話ですわな。それはどうしてでしょうか、

保育士よりも普通の仕事のほうが魅力があると。

○長友こども政策課長 例えば、聞きますと、

保育所ですと、開所時間が11時間で、実際保育

されるのは８時間というようなことで、開所11

時間の場合に朝出、遅出とかいうのがあったり

して、そこ辺がちょっときついとかおっしゃる

ことも聞いたことがございます。

○井本委員 そうですね。私は、２年間それこ

そ今まで厚生常任委員会におったから、こんな

話をしょっちゅうしてきたんだけれど、この保

育士の仕事は３Ｋの一つだと言われてますよ。

だから、なかなかこれに行きたがらないという

人が私は多いんじゃないかという気がするんで

す。

だから、だったらもうちょっと給料でも出し

たらどうかという気がするんですけれどね。聞

いた話では保育園も幼稚園も一緒に、どっちも

経営している人がいるんです。保育園のほうは、

それこそ上からじゃぶじゃぶと入ってくると、

ところが、幼稚園のほうはそれほどでもないと

いう話を聞いたことがありますけど、保育園は

措置費でしょう。上のほうから措置費として保

育園はお金がそのまま入ってきますね。

○長友こども政策課長 運営費という形で。
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○井本委員 そういう形で措置されるわけです

よね。

○長友こども政策課長 はい。

○井本委員 だから、それを今度は給料を出す

ときには、需要、供給のバランスでお金を出す

わけですよね。その辺は、私はおかしいという

気がするんですよね。上からは措置費でありな

がら、下に出すときには需要、供給、要するに

労働力がマネー。確かに労働力が余っとる状況

ですから、これそれは買い手市場です。幾らで

も安くしても、こんなに人がおれば来るという

状況ですから、私はこの辺のそもそも政策が、

上から来るお金は決まってる。それが下のほう

は、需要、供給で決まるというのは、そもそも

おかしいような気が私はするんですけれど、ど

うですかね。

○長友こども政策課長 今委員がおっしゃいま

した給与関係でございますが、今回の議会に処

遇改善の補正予算をお願いしてるところでござ

います。国の試算で申しますと、大体１人当た

り8,000円ぐらい出せるような形で予算措置をお

願いしてるところでございます。

それと、今おっしゃられた国のほうから決まっ

てて、実際は現場では需給の関係ということで

ございますが、園のほうも今は施設整備をする

ときに「保育所緊急整備事業」というのがござ

いまして、別枠でハード事業とかできるように

なっております。

ただ、新しい制度の中では、今度は実際国か

ら来た金をある程度ちょっとためておいて、施

設整備に充てるというような形で、特別にハー

ドものの補助金がなくなるというような話も聞

いておりますので、例えば国から運営費として

もらった金を全部が保育士とか、勤めていらっ

しゃる方に給与として出すと、その後の運営上

が支障が出てくるというような形になるようで

ございますので、園のほうもそこらあたりを考

えているのではないかと思っておるところでご

ざいます。

○井本委員 わかりました。それ以上言っても

しようがないでしょう。

それと、次の２ページ３行目です。「特に０～

２歳児においては、保育所の利用割合がここ５

年間で4.8ポイント増加している。」というふう

に書いてあります。ある人の説によると、これ

例えがいいのかどうかわからないけれど、人間

を木に例えると、こういうゼロ歳とか２、３歳

児までは、人間、木の根っこみたいなものだと、

根っこというのは一番大切なときなんだと、だ

からここにこそ、それこそ教育に力を入れるべ

きだという人がおるみたいですけれども、そう

いう観点からすると、本当にゼロ、２、３歳児

で、保育園で大丈夫なのかなという気もするん

だけれど、そしてまたある人なんかに言わせる

と、地元で、手元で親が２歳ぐらい、３歳まで

はできたら自分ところで育てたほうがいいん

じゃないかという人もおるみたいで、木本さん

も、延岡で保育所やってる人たちも先生も言っ

ているんだけれど、やっぱり小さいゼロ、２歳

ぐらいまでは親が育てるのが本当はいいんじゃ

ないんでしょうかというようなことをしょっ

ちゅう言ってますけれどね。その辺からすると、

どうなんでしょうか、このふえぐあいというの

はちょっと心配な感じもするんだけど。

○長友こども政策課長 委員がおっしゃるよう

に、小っちゃいころは保護者というか、お母さ

んとかお父さんのもとで、しっかりだっこされ

ながら育つというのが重要だということが言わ

れているところでございますが、制度的にも第

一義的には保護者、お父さん、お母さんとか、
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保護者のほうが面倒を見るということが第一義

になっているところでございますので、このよ

うなゼロ、２歳で保育所に預ける数がふえると

いうのがどうなのかというのはあるんでござい

ますが、実際は共働きしないと、なかなか収入

が得られないとか、そういった状況もございま

して、そういった中で、自分のところで見なさ

いというのもちょっと言えない状況の中で、難

しいところでございますが、なるだけ保育に際

してはちゃんとだっこしてくださいとか、そう

いったものを広めたいと考えております。

○佐藤福祉保健部長 ちょっと補足しますが、

今経済的な理由とかで、お母さんが仕事に出な

いと、なかなか生活が苦しいということもある

と思いますし。ただ、先ほどちょっと保育所だっ

たら大丈夫かみたいな御質問ありましたが、少

子化が進む中で、保育所、幼稚園、あるいは認

定こども園のある意味競争が始まってると思っ

ております。そういう中で、保育所もうかうか

してると、幼稚園に子供をとられるとかいうこ

とも、実際そういう動きがあってますので、保

育所も自分たちで教育の環境をより充実する方

向に行っているというふうに思っております。

○井本委員 その大前提の親が教育したほうが

いいのか、それとも預けたほうがいいのかとい

うのはちょっと私もわからない。恐らく親が２

歳ぐらいまでは地元で、肌身離さず育てたほう

がいいんじゃないのかなという気がするんだけ

れど、結局、仕事、金がないものだから、外に

働きにいかなきゃいかんということであるとい

うふうになっているわけですよね。どうも聞い

たところによると、ゼロ歳児ぐらいの保育に出

すお金が、国から来るお金が17万ぐらい出てる

ということを聞きますよね。それは間違いない

ですか。

○長友こども政策課長 はい、委員おっしゃる

ように、大体17万ぐらいというのを聞いており

ます。

○井本委員 だから、17万円を何で、その親の

ほうにあげたら働かんで済むんじゃないのかと、

私は単純に思うんだけど、その辺は無理なもの

なんですか。

○長友こども政策課長 要するに、その17万が

子供の保育教育にとってどう有効活用されるか

というところだと思うんですけれど、もらわれ

た親御さんたちが教育のほうに使われなかった

というのも聞いたりするところでございます。

今度、新しい制度が27年から動くということで

ございますが、その制度につきましては施設型

給付というような形で、保護者に対してサービ

スを提供すると、そのために給付を行うんだと

いうような位置づけがしてございまして、現金

であるとともに、保育サービスもひっついたよ

うな形でやられますので、完全に子供にサービ

スが届くということで、改善がなされると聞い

ております。

○井本委員 このぐらいで結構です。

○西村委員長 ほかに。

○前屋敷委員 今の話は、いろいろ論議がある

ところだと思うんです。経済的な問題だけじゃ

なくて、社会的な環境も整わないと、女性も男

性も子供を育てながら働き続けることができな

いという状況がありますので、その辺はやはり

しっかり充実をさせていくことが、経済的な問

題だけじゃなくて、必要かというふうに思いま

す。

ちょっと資料をいただいてる中で御説明いた

だきたいんですが、この６ページの「基本研修」

という部分の（１）のところで、新たに採用さ

れた保育者を対象に研修をするということに
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なってますが、この保育者というのは、要する

に資格を持っていらっしゃる方も含めて、保育

士としての資格を持っていらっしゃる方が対象

なのか、資格がなくて、保育の労働につくとい

う方を対象にしているのか、一定学校に行った

りして資格を持っていれば、それなりのものは

身につけて職場に行かれてるんじゃないかなと

いう気はするんですけど、その辺はどうなんで

すか。

○長友こども政策課長 この新規採用研修の対

象になりますのは、幼稚園とか保育所で、実際

保育教育に当たられる方ということで、当然資

格を持たれた方を想定しております。この研修

を設けましたのは、実際養成機関等で実習とか

はするんですけれど、なかなか本当のところ、

非常に厳しいところまで経験されない中で、す

ぐ責任を持ってクラスを任させたりとかすると、

パニック状態になったりとか、あるいはどうやっ

ていいかわからないというパニック状態になっ

たりとか、おろそかになったりとかするという

のがございまして、そこらあたりをぴしゃっと

させるためにこの研修が組まれているところで

ございます。

この研修につきましては、園外、要するに県

が行いますので10日間、あるいは園内で10日間

というようなことで、みっちりシステマチック

に体系づけて教えていくということで、参加さ

れた方が24年度で45園で63人いらっしゃるんで

すけれど、内容としてよかったという評価と、

あるいは集われて、ほかの園の方といろいろ情

報交換をして、自分のところのいいところとか

悪いところとか、振り返られたりされるのも非

常に助かったというようなお話も聞いていると

ころでございます。以上でございます。

○前屋敷委員 こういう研修そのものを否定す

るものではなくて、大いに進めていくべき内容

だと思うんですけれど、新しく採用された方が、

その園の先輩の保育士の皆さんと一緒に子供を

育てていくという体験も通しながら、これまで

は役割を果たしてきたんじゃないかと思うんで

す。そういった意味では、その園での保育士の

皆さん方の待遇といいますか、極めて人数が少

ない中で、責任ある部署が新任の先生に与えら

れるとか、そういうことであれば、本当に追い

込まれていく先生方も出てくるんじゃないかと

いうことは十分予想できるんです。

ですから、その辺では保育士の方々の給与も

含めての処遇のあり方、実態はどうなのかとい

うのもやっぱりきっちりつかんでいただいて、

本当にその方が持てる能力が十分に発揮できる

ような、そういう中で、さらに研修を積むとい

うことであれば、大いに充実はさせていただき

たいなというふうに思っています。

働く条件の点で、これは確かなデータでも何

でもないんですけれども、いろいろ話を聞くと、

独身の先生が結婚をされると、規約にはないん

だけれど、必然的に退職をするみたいな慣例的

なものがあったりとかいうことで、長く働き続

けられない、そういう実態はないのか、新たな

掘り起こしをということで、資格を持ってる方

は大いに現場で子供たちにかかわってほしいと

いうことを一方でしながら、そういう方々の職

がなくなっていくということは、私も実態をしっ

かりつかんでいるわけではないんですけれど、

そういう話も聞いたりするので、その辺の実態

とかをしっかりつかんでいただきたいなという

ふうに思うんですけれども、どうですかね。

○長友こども政策課長 私も実際産休とか、育

休に入られると、現場が任せられないというこ

とで、何かそういういづらくなってやめられた
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というような話も聞いたことがございます。

ただ、一番、子供をふやすというか、子供が

たくさんふえていくという過程では、やはり育

児休業とか、重要な制度でございまして、一番

そういったものにかかわっておられる現場にお

いては、そういった制度がスムーズに動くよう

な形では、園とか、施設長さんにお願いしてま

いるというような形で、すぐすぐにはできない

かもしれませんけど、何回も言いながら、その

雰囲気づくりをしていきたいと考えております。

○前屋敷委員 その育児休暇などは、直接保育

園あたりは当事者でもあるんですけれど、保育

園、幼稚園だけでなくて、それは社会的にも課

題としてあることだなというふうに思っている

ところなんですが、ぜひその辺のところもしっ

かり把握していただきたいと思います。

それと、もう一ついいですか。

○西村委員長 はい、どうぞ。

○前屋敷委員 ６ページの下のほうの「障がい

児施設保育体験研修」、これも非常に大事なこと

だというふうに思うんですが、なかなか今発達

障がいの子供さんを抱えていたりとか、なかな

か親御さんも大変苦労するし、保育園自体もそ

ういう経験がないと、なかなか受け入れたくて

も受け入れられないということがあって、この

研修があるんだというふうに思うんですけれど

も、今現状として障がい児と言われる、そうい

う子供さんを受け入れている園といいますか、

は把握していらっしゃいますか。

○長友こども政策課長 私立幼稚園関係でござ

いますが、24年で発達障がいの対象者が55名い

らっしゃる状況となっております。ほかには、

例えば知的障がいとか、トータルでは、97名の

方が対象となってるデータはございます。

○前屋敷委員 園の数は。

○長友こども政策課長 済みません。24年度、

先ほどの97名の園は39園となっております。

○前屋敷委員 要望としては、希望者で把握し

ていらっしゃるのが、実際受け入れている数が97

名ですね。ほかにもつかんでいらっしゃれば。

○長友こども政策課長 補助事業で障がい児を

預かられると、職員をふやしたりとか、そういっ

たことを対応されるものですから、補助対象と

しているところでございまして、その対象となっ

たお子さんが97名ということでございます。こ

れは幼稚園の補助金事業の関係でございます。

○前屋敷委員 じゃまだ潜在的には、もっとい

らっしゃるというふうに把握しておられますか。

○長友こども政策課長 潜在的には、もう少し

いらっしゃるのではないかと思っております。

○前屋敷委員 はい、いいです。

○西村委員長 ほかに。

○渡辺委員 児童虐待のところに関してなので

すが、平成24年で宮崎県で443件、児童相談所の

対応件数があったということですけれども、そ

の後の流れは、次のページのフロー図でわかる

んですが、実際この443件はどう対処されたのか

というのがちょっと今回の御説明だとわからな

いので、家庭裁判所だったりとか養護施設に行っ

たりとか、443件はどんなふうに対応なさって、

その結果どうなったというのをちょっと御説明

いただければと。

○村上こども家庭課長 その後の対応というこ

となんですけれども、助言指導が一番多くて267

件、60.3％、継続指導が111件、25.1％、施設入

所が51件で11.5％、あと里親委託は１件、その

他が１件、0.2％で、途中ちょっと法律に基づい

た児童福祉司が指導した場合が12件というのが、

特殊なのがございますけども、上の継続指導や

助言指導にも含まれるものではあるんですけれ
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ども、ちょっと法律に基づいた指導ということ

で、特出しております。

この助言指導といいますのは、大体１回から

３回程度助言や指示を与えて、一応指導が終わっ

たといいますか、こういうふうにしてください

と、何回かやりとり、３回以内でやりとりした

ものを助言指導という形で上げておりまして、

継続指導といいますのは、心理療法やカウンセ

リングが必要だということで、その後も数回以

上、面接による、あるいは電話による指導を行っ

ていくというのが継続指導ということで整理し

ております。

○渡辺委員 数字として出すのは難しいかもし

れませんが、過去にも児童虐待で、周りからの

通報だったり等で児童相談所の扱いになったよ

うな親御さんというか、親御さんだけじゃ必ず

しもないかもしれませんけれども、そういうケ

ースというのはかなり散見されるというか、そ

ういう繰り返しというか、去年もそうだったし、

おととしもそうだったというような方もかなり

あるというふうに考えたらいいのか、その辺何

か実態がわかるのがありましたら御説明いただ

きたいと思います。

○村上こども家庭課長 具体的な数はちょっと

出ておりませんけれども、例えば中央児相の相

談があった中身を見ますと、以前虐待で通報さ

れている家庭なので、見守りが必要とかいう理

由で上がってきてる家庭もありますので、そう

いうところは前年度繰り越しとかいうのがある

んですけれども、そういう継続指導として行わ

れてるところもあります。

○渡辺委員 済みません、最後にしますが、知

識がないのであれなんですが、助言指導であっ

たり継続指導というケースは、まだ親御さんと、

親御さんかわかりませんが、近くにいる方と子

供さんが一緒にまだ暮らしている状態なんだろ

うと思うんです。その後、施設にというのは離

れてということだと思うんですけれども、それ

は施設に行くという場合というのは経済的な事

情とかいろいろあるかと思いますが、お子さん

たちと一緒に置いておくことがなかなか厳しい

という状況で判断したものが、そういう施設で

あったり里親ということになるというふうに一

般的にはそう理解してよろしいんでしょうか。

○村上こども家庭課長 児童相談所の児童福祉

司が判断するんですけれども、おっしゃるとお

り、養育が不可能といいますか、継続は難しい

というような判断で、例えば一時保護をしまし

て、その間子供さんと親御さんのほうの両方を

いろいろ調査をいたしまして、それでも家庭に

返すことが、帰宅が難しいとなった場合には、

施設入所というふうに、やはり即断はできませ

んので、一定期間一時保護等をやりながら、両

方を調査させていただいて結論を出すというよ

うな形で判断しているようです。

○渡辺委員 ありがとうございました。

○西村委員長 ほかに。

○太田委員 虐待のことでありますが、私ども

いろいろ相談に乗ることがあって、いろんな家

庭に訪問して、生活の相談が主なんですけれど、

相談中に子供さんがおったりすると、子供さん

がじゃれつくというか、音を出したり何だりす

る。それを見ていたお母さんが、あっ、黙っちょ

きない、ほらとか言って、物すごく怒るような

お母さんたちが、お母さんというだけじゃない

んですけれど、そういう体験することが多いん

ですけれど、すぐに怒るというか、だから、あ

あ、もう怒らんでいいんじゃがと、逆にこっち

が、いいよ、もっと優しくしてあげてというよ

うなことを言ったりせざるを得ないぐらい怒る
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ような家庭というか、何かゆとりがないかなと

いう気持ちになったり、もしくは大人が大人に

なり得てないような、子供の教育をどのように

するかとかいうことをほとんど考えたこともな

いような家庭もふえてきてるなという感じがす

るんです。

これをどうするか、なかなかだとは思います

が、でないと、そういう連鎖が、またその子供

が大人になって同じことをするような連鎖する

ことがどんどん広がっていくような気がするも

のですから、これは家庭教育みたいなところは

どこも手がつけられないんです。恐らく学校で

も、こういった「こども」という担当部局でも、

そこのところが何かどういうふうに優しい家庭

のあり方といいますか、そうあってほしいがな

という感じを私はつくづく思うんですけれど、

どういうふうに優しい家庭をつくるかというか、

子供が健やかにいい意味で鍛えられて、また育っ

ていくというような、その辺はどう思われます

か、難しいことですけれどね。

○西村委員長 どなたに聞きますか。

○太田委員 どうしましょうか。いや、行き着

く先はそういったところにあるんじゃないかな

と思って、皆さん方も手が届かない、児相で相

談した人たちはわかると思うんです。あっ、こ

こに問題があるな、だからこれはこの子は施設

に預からなくてはという、例えば先ほど言われ

たような判断が出てくるかと思うんですが、そ

れまでに至るまでが問題なものだから、済みま

せん。

○佐藤福祉保健部長 今の御質問の前に、先ほ

ど渡辺委員がおっしゃった、いわゆる累犯です

か。要するに繰り返す親というか、保護者とい

いますか、やはりそこは児相もちゃんと目はつ

けているわけですけれど、そこをやはりもう

ちょっと分析をして、どう対応するのか、少な

くとも繰り返すということは根本的な部分があ

るのかなというふうに思いますので、そこはも

うちょっと力を入れたいと思っております。

太田委員のおっしゃった問題は、私もつくづ

く常に思ってるんです。

ただ、行政としてどうするのかなと、正直親

になったらいかんような親が親になって、子供

を材料にしてお金もうけみたいなことをやって

る話もちらっと聞いたりしますが。要は本当に

子供のころからのしつけとか、そういうものが、

基本はしつけられる家庭、親がいて、子供が育

つんでしょうけど、それがまだ不十分な、だけ

ど、連鎖とおっしゃいましたが、変な連鎖になっ

てるのかなと思います。

ここは特効薬というのがないと思うんですけ

ど、教育委員会と連携しながら、いろんな場面

場面で対応するしか、今のところ私が思いつく

範囲はそこしかありません。いろんな人にその

ような話をしながら、いろんな人が気をつけて

対応する、そういうことしかないのかなと、そ

れこそきれいごとではないんですけれど、社会

全体でそれこそ取り組まないと、ますますこう

いう問題がふえていくのかなというふうには

思っております。済みません、答えになりませ

んが。

○太田委員 そこの限界みたいなものがある中

で、皆さん方が行政上のサービスをしていかな

きゃいけないというつらさも、逆に私も感じる

ものだから。かゆいところに手が本当にやって

もやっても届かないというか、そんな中でどう

したらいいのかということを本当にみんなが考

えていかなきゃいけないという思いで言わせて

もらいましたけど、はい、よろしいです。わか

りました。
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○井本委員 私も常々それは本当、自分もそう

だけど、親が子育ての仕方がわからないという。

その原因は何かなと私なりに考えるのは、やっ

ぱり核家族じゃないのかなという気がするんで

す。じいちゃん、ばあちゃんが一緒に住んでた

ら、全然違う状況になったんじゃないのかなと

いう、そのようなことをよく思うんです。

だから、できたらじいちゃん、ばあちゃんが

一緒に住むような、そういう流れをつくってやっ

たら、行政のほうとしては、行政は直接家庭の

中に入ることはできませんから、だからせめて

じいちゃん、ばあちゃんが一緒に住めるような、

そういう流れを、体制をつくると、例えば二世

帯住宅には税金をかけないとか、極端なことを

言うと、そんなふうなことでリードしていくと

いうか、そういうことなどはどうかななんて私

なんかは思うんですけれど。（「同感です」と呼

ぶ者あり）

○西村委員長 どなたが答えますか、まとめて。

○前屋敷委員 いや、今の話の流れの中で、い

ろいろ課題はたくさんあって、解決しなきゃな

らない問題ばっかりなんですけれど、基本は一

番の被害者は子供だということをしっかり念頭

に置いて、どう子供たちを救うか、お母さんも

子育てが十分でない。

しかし、子供を産んだときには本当にこの子

供はかわいいなと思ったはずなんですよね。経

験からしてもそうなんですけれど、要らないと

思って産む親というのはいないんです。その後、

いろんな家庭環境だったり、いろんな条件で、

そういう状況に陥ってる。本当に不幸なことだ

と思うんです。その不幸な中で、子供が一番不

幸な状況に置かれるというところに私たちは心

を寄せて、問題解決を図っていかないといけな

いなというふうに思ってますので、一言。

○橋本こども政策局長 先ほど来お話が出てお

りますように、虐待が起こる要因としましては、

経済的な要因もありましょうし、それから親自

身が過去に自分が虐待を受けたという経験を

持ってる人もいると言われております。

それから、子育てに悩んで、誰に相談してい

いかわからないとか、地域から孤立していると

か、さまざまな要因があるというふうに言われ

ておりますけれども、少子化が進んでまいりま

して、子供の数もだんだん減ってくる中で、１

人の子供でもしっかりと、全ての子供たちをしっ

かりと育てていかなければいけないというのが

私たち行政を初めとして、多分社会全体が取り

組まないといけない課題だと思っております。

一気に虐待をなくすとか、そういったことはで

きないと思いますけれども、できることを少し

ずつしっかりやっていくということで、今後も

やっていきたいと思っております。

○押川委員 前屋敷委員の質問に関連していい

ですか。ちょっとこども政策課長にお聞きした

いんですが、私立幼稚園においては97名という

ことであったんですが、潜在的にはまだ多いと

いうことでありました。これは今後調査をされ

るというような考え方はあるんですか。

○西村委員長 障がい者の件ですね。

○押川委員 そうです。

○長友こども政策課長 障がい者の今後の調査

ということでございますが、先ほど申しました

ように、補助金の対象という形で、各施設の、

各幼稚園のほうから上がってきてまいりますの

で、その中で実態をちゃんと捉えていくという

形で、今後も対応していきたいと考えておると

ころでございます。

○押川委員 最近、多動性障がいを持つ子供さ

ん方がかなり多くなってきてるという話を聞く
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んです。実際この間ちょっと数字を調べたんで

すけども、確かに宮崎県内も、あるいは全国的

にもふえてるんです。そういうのをしっかり潜

在じゃなくて、調査をかけてこういう研修を組

むということに持っていかないと、何もわから

ない中で、ただ、障がい者のそういう体験研修

とか、そういうものをされるんじゃなくて、こ

ういう状況だからこそ、こういったカリキュラ

ムをもって検証するとか、そういうものに基づ

いた研修というプログラムじゃないんですか。

ただ単にそういう今言うように、補助金関係だ

けのものでするということで理解すればいいん

ですか、これはどういう状況なんでしょうか。

○長友こども政策課長 そういった発達障がい

の方とかにつきましては施設がございまして、

例えば宮崎市総合発達支援センター「あおぞら」

とか、都城では都北学園とか、門川ではあさひ

学園とかいう施設がございまして、そこでそれ

ぞれ保護者の方が御相談なさりながら、その程

度に応じていろいろ支援を受けられていると思

います。先ほど私どもが実施しております障が

い児施設保育体験研修というのは、そういった

現場を経験することによりまして、自園でもそ

ういった対応がスムーズにできるようにという

ような形でやってるものでございまして、そう

いった形で、いろんなお子さんがいらっしゃい

ますので、それに対応した専門的な対応ができ

るような環境づくりに努めてまいりたいと考え

てるところでございます。

○押川委員 わかりました。先ほどの話の中で

は、そこで終わってたものですから、そういう

ものを対象にした中での研修を組みながら対応

していくということで理解をするということで、

はい、わかりました。

○河野委員 児相関係ですが、「本県、24年、443

件」とありますけれど、結局これは事案が443と

いうことで、相談総数になると、相当な数にな

るということですか。

○村上こども家庭課長 平成24年度の児相への

相談件数は総数で3,723件のうち、児童虐待に関

するものが443件となっております。

○河野委員 443件であっても、例えば１回の相

談で終わらないわけでしょ。何回も何回も。で、

担当が決まるわけですよね。その方への担当は、

ずっとその担当でいくんですよね。

○村上こども家庭課長 一応相談の児童福祉司

の地区担当が決まっておりまして、そこの地区

のケースは、その担当がずっと担当するという

ことになっております。

○河野委員 私は延岡なので、延岡児相は何人

の体制で、24年度は何件の相談を行ってきたか

という部分をいただけますか。

○村上こども家庭課長 お時間ください。

○西村委員長 はい、どうぞ。

○村上こども家庭課長 済みません、お待たせ

しました。24年度のケース担当者は５人で、延

岡の場合は68件を対応しております。

○河野委員 児童福祉司を増員していただいた

んですけれども、実態として５人の相談員で、

この件数については十分対応できているという

ふうに見ているんでしょうか。

○村上こども家庭課長 件数はケースによって

すごく深く入っていかないといけないケースも

あれば、電話の相談数回で終わるというのもあ

りまして、一概に数だけではちょっと判断がで

きないんですけれども、児童福祉の施行令上、

人口４万人から７万人に１人の児童福祉司が決

められておりまして、それに基づきますと、宮

崎県の場合は一応準則してるということになっ

ております。
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○河野委員 ちょっとこれはぜひ調査を続けた

いなと思うんですけど、先ほど太田委員からも

ありましたけれど、十分に届いてない、相談員

の方々、私の同僚も一時期ありましたけれど、

本当にいっぱいいっぱいの状況であるなという

ことなので、また調査をさせていただきたいと

思います。

市町村の取り組みの中で、②番の「乳児家庭

全戸訪問事業」という、以下４つありますが、

この最初のやつでいいんですけれど、これは県

はかかわっていることがあるんでしょうか。

○村上こども家庭課長 昨年度までは国から直

接交付金が市町村に行っておりまして、国２分

の１、市町村２分の１でやられてた事業なんで

すけれども、今年度から安心こども基金のメニュ

ーのほうに移し変えられたことから、県が今度

はお金を２分の１、市町村のほうに出すという

ことになりましたので、今年度からかかわるよ

うになりました。

○河野委員 人的なかかわりというのはあるん

でしょうか。

○村上こども家庭課長 具体的には、市町村の

ほうで実施していただくということになってお

ります。

○河野委員 先ほどもありましたけれど、育て

方がよくわからないというのが、実は子育ての

アンケートを県がとられた中の第２位の理由

だったです。第１位は経済的なこと、第２位が

子育ての仕方がわからないというのが実態で県

はつかんでいらっしゃるんですね。赤ちゃんを

産んで非常に不安な状況の中で声かけていただ

けるというこの事業は、先ほど言いました全て

虐待の予防とか、つながると思いますので、こ

れちょっと県もしっかりかかわって充実して

いってほしいというふうに思ったところです。

最後に、先ほど押川委員からありましたけれ

ど、多動性の発達障がいというのは、実は５歳

児前後でわかると言われてます。1.5、それから

３歳児健診の中では、日本の1.5健診というのは

非常にすぐれていて、ある程度の障がいという

のはつかむことができるらしいんですけれど、

この多動性とか、そういう障がいについて５歳

児前後がわかると言われてるんですけれど、た

だ、法令的に５歳児健診と位置づけられてない

んです。

だから、その点について議会でもちょっと質

問させてもらったんですけれど、今５歳児健診

というような動きが県の中であるのか、ちょっ

と確認をしたいんですけれど。

○佐藤福祉保健部長 今委員おっしゃった５歳

児健診のある意味重要性というのは、私ども話

として聞いております。法的な裏づけがないも

のですから、実際としてなかなかできてない状

況にあります。

ただ、県内のある県央部のまちで、そういう

取り組みをできればしたいなというところもあ

るように聞いてまして、それをどう県として後

押しできるのか、ただ、そこの専門家がなかな

か、いわゆるドクターも含めて、育ってないと

いうのもありますので、それにどう対応する、

マンパワーを確保するのかと、そういうところ

が課題です。今後その視点から取り組みはして

いかないといけないかなと。これは障がい児福

祉という観点で、こども政策というよりも障害

福祉課の業務になろうかと思いますが、そこで

取り組みをしていきたいと思っております。

○河野委員 他県で実践されている県がたしか

あると思いますので、残念ながら小児精神科医っ

て、宮崎はたしかちょっと２人か３人ですか。

いらっしゃらないからできないじゃなくて、そ
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れで対応できる健診というのをシステム化して

いる県がたしかあると思いますので、またそこ

を調べていただいて、参考にしていただくとあ

りがたいなと思います。

○村上こども家庭課長 ちょっと先ほどの河野

委員の御質問について補足ですが、児童福祉司

５名といいますのは、昨年度の人数で、先ほど

の件数を処理したということで、今年度からは

１名ふえまして、６名となっております。

○西村委員長 よろしいでしょうか。

○河野委員 はい。

○西村委員長 ほかに。私から１点、ちょっと

清山委員の関連で質問したいんですけれど、先

ほど就学前の充実のためのアクションプログラ

ムを幼稚園、保育園に行ってない人には非常に

受けにくいんじゃないかという質問があったの

に対しまして、この３ページ、４ページの資料

を見ますと、西米良村の42名とか椎葉村の71名

とか、いわゆる就学前児童がいらっしゃるけれ

ども、実際村内にはそういう園はないというと

ころに対してはどういうフォローを行っている

のか、もしくはそこは村でやっていただいてい

るのか、ちょっと教えていただきたいなと。

○長友こども政策課長 実際具体的にどういう

形で人間の根源的な部分について教えられてい

るかというのがはっきりわからないのですが、

周りからお父さん、お母さんとか、あるいはそ

こらあたりからそういった基本的なことを教え

てもらっていらっしゃるのかなと思います。

○西村委員長 把握してないという、いや、施

設がないところにどういった、（「西米良村には

あります」と呼ぶ者あり）西米良村はあるんで

すか、これを見るとないから。

○長友こども政策課長 認可の保育所とか、幼

稚園とかないところにつきましては、市町村に

よりましては僻地保育所というような形で、基

準がちょっと緩いんでございますが、ちゃんと

補助をもらわれて、そういった教育・保育をな

さっておられます。そういった状況でございま

す。申しわけありません。

○西村委員長 済みません。その僻地保育所と

いうのが西米良、椎葉にはあって、そこに対し

てはアクションプログラムをちゃんと行ってい

るということでよろしいですか、確認だけで。

○長友こども政策課長 西米良村には僻地保育

所が１つ、あるいは椎葉村には３つとかござい

ます。そういったところで、こういったアクショ

ンプログラムに基づきましてちゃんと就学前の

教育がなされているということでございます。

申しわけありません。

○西村委員長 はい、ありがとうございます。

ほかよろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、ないようですので、

ここで終わりたいと思います。執行部の皆さん

は退席していただいて結構です。お疲れさまで

した。

暫時休憩をいたします。

午前11時35分休憩

午前11時37分再開

○西村委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

協議事項（１）にあります「調査事項につい

て」、お手元に配付の資料の資料１の２をごらん

ください。

前回の委員会におきまして３つの調査事項を

お示しさせていただいたところ、委員より（２）

の「宮崎のこどもをめぐる施策に関すること。」

と、（３）の「宮崎のこどものライフステージに
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関すること。」は、まとめることはできないかと

いう御提案がありました。このことを踏まえま

して、資料のとおり、調査事項を新たに提案さ

せていただきたいと思っております。（２）と

（３）を足したものを一緒に書いております。

皆様の御意見等があれば。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 意見がないようですので、この

とおりに決定したいと思いますが、よろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定をい

たします。

それでは、資料２の活動計画をごらんくださ

い。

県内調査につきましては、前回の委員協議に

おきまして、実施日程の変更について提案をさ

せていただきました。

先日、ファクス等で連絡を差し上げたとおり

でございますが、県南調査を７月31日から８月

１日まで、県北調査を８月６日から７日にかけ

て実施したいと考えておりますが、調査先につ

きましては、正副委員長に一任をいただきまし

たので、ごらんのような日程（案）を作成いた

しました。

中身について、細かく説明は不要かと思いま

すが、何かあれば。

まず、県南調査については、熊本県庁のほう

に伺いまして、熊本県のほうで既に条例提案な

されております「子ども輝き条例」、「家庭教育

支援条例」等について、しっかりちょっと長目

に時間をとって施策の勉強をしたいと思ってお

ります。

もう一点、後半にあります「慈恵病院」は赤

ちゃんポストで有名になりましたあの病院に

なっておりまして、一応日程につきましては、

書記のほうからアポイント等はとらせていただ

いております。

県北調査につきましても、一応書記のほうか

ら全て日程をとらせていただいておりまして、

こちらは延岡のほうに宿泊をする予定になって

おります。

どうぞ今読んでいただきまして、この案で御

了承いただいてもよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、このように決定をい

たします。

諸般の事情により、若干の変更が出てくる場

合もあるかもしれませんが、正副委員長に御一

任をいただきますようにお願いをいたします。

なお、調査時の服装につきましては、「夏季軽

装」とさせていただきますので、よろしくお願

いをいたします。

次に、協議事項（２）の次回委員会について

でありますが、次回委員会は７月25日に行うこ

とを予定しております。執行部への説明資料要

求ほか御意見、御要望等はございませんか。特

にこれを見たい、聞きたいということがあれば

お願いしたいと思いますが、ないですか。（発言

する者あり）委員会の趣旨に関することであれ

ば。

○清山委員 ここに資料が置いてあるんですけ

れど、「結婚支援事業の取組について」というの

をできればちょっとこれを次回、何かもう少し

詳しい資料と一緒に説明があれば、ただ、次回

までに何か外に見に行こうとか、そういう変更

があればその限りじゃないんですけど、もしこ

こで説明を受けるようなことがあればちょっと

聞いてみたい。

○西村委員長 ほかにこういう分野というもの
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があれば。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ただいまの御意見等を参考にし

ながら、次回の委員会の説明、資料等を要求し

ていきたいと思います。

最後になりますが、「その他」で何かございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ないようですので、次回の委員

会は、７月25日午前10時からを予定しておりま

す。

以上で本日の委員会を終了いたします。お疲

れさまでした。

午前11時42分閉会


